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　本稿で取り上げるASEAN経済は、タイ､
マレーシア、インドネシア、フィリピン、ベ
トナムの 5カ国（ASEAN5）を対象とする。
ASEAN経済は経済成長地域と位置付けられ
ているが、今般の中東情勢緊迫化を受けて、
特に影響を大きく被る地域ともされる。本稿
では、最近の経済成長の動向を簡単に振り返
り、中東情勢の影響を探り、今後の経済成長
へ向けた展開を考える。持続的な経済成長を
目指すASEANにとって、注目すべきはサプ
ライチェーンとデジタル経済・半導体戦略で

あり、両者については個別に問題を検討す
る。

■ 1．これまでの経済成長の動
向

　近年、ASEAN経済は、コロナ禍、ウクラ
イナ戦争、米国のトランプ関税、最近の中東
情勢の悪化など、毎年のように様々な要因に
見舞われ、さらには異常気象の影響も受けて
きた。しかしASEAN経済はそれらを乗り越
え、経済成長を続けてきた。これまでの
ASEAN経済の成長過程を振り返ってみる
と、比較的に安定した経済成長を遂げてきた
と言える。中国やインドは経済成長期に成長
率が大きく上昇したが、ASEANはこれより
は低いものの、他の新興国と比較すれば高い
成長を安定的に続けている。これはASEAN
の経済成長が注目される理由でもあろう。
　またASEAN5は高所得入りを目指して、
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持続的な経済成長を共通の課題としている。
但し、ASEAN5の状況は国ごとに異なって
おり、目的達成に向けた動きも一様のもので
はない。製造業の育成と高度化が必要である
ことは共通しており、現状からの転換とその
ための時間軸が異なる。循環的な動向では、
ASEAN5の経済は、徐々に持ち直しの動き
を強め、輸出の回復、インフレ圧力の沈静化
などを背景に、タイを除いて、 5％超の安定
的な経済成長を続けている。こうした経済成
長へ向けた構造改革の動きと、近年の循環的
な経済動向をまとめて国ごとに概観すれば次
の通りである。
　ASEAN5の中で経済の構造改革でもっと
も先行するのはマレーシアで、後述するよう
に半導体産業の世界的なハブに成長してい
る。電子・電気産業の集積を活かして、外資
の導入と地域間・産業間の労働移動に成功
し、電子産業の高度化を進めた。これによっ
て消費と投資が主導する内需拡大での経済成
長に繋がっている。しかし高度化・高付加価
値化とそのための人材育成が課題となってい
る。近年は、個人消費と総固定資本形成の内
需主導で 5％程度の安定した経済成長を続け
ている。財輸出は増加基調で輸出依存度も高
いが、純輸出のGDPへの寄与度は低く、経
済のサービス化が進んできている。
　タイは所得水準ではマレーシアに次ぐが、
近年は経済成長率の鈍化が鮮明であり、いわ
ゆる「中所得国の罠」に陥っていると言われ
る。早くに輸出振興による経済成長を目指し

たが、クーデター等の政局混乱や政権による
農村支援もあって、労働者の移動や産業の高
度化がなかなか進まなかった。その結果、農
業と製造業が並立する経済構造となった。自
動車産業の集積地に成長したが、電気自動車
（EV）への変革の際に、中国企業の進出が進
む一方で、技術移転が進まない状況にも陥っ
た。産業高度化に向けて新産業の育成を進め
ている。経済成長率は 2％台とASEAN5の
中ではもっとも低い。個人消費と輸出が経済
成長を支えるが、内需が伸び悩んでいる。輸
出額は増加しているが、年によって純輸出の
GDPへの寄与度がマイナスになることもあ
り、輸出依存度はほぼ横ばいで推移してい
る。問題となっている家計債務残高の増加は
変わらず、家計所得が圧迫されている。
　米中緊張下を受けた最大の受益国とも言わ
れるベトナムは、外資の導入と貿易協定の積
極化で輸出が大きく伸びた。しかし高度化は
進んでおらず、低技術工程の組立等が多く、
中間財も輸入に頼る状況である。技術の高度
化が課題となっている。2026年第 1四半期の
実質GDP成長率は、前年同期比7.83％の伸び
と成長率は高水準を維持しているものの、こ
れまでの加速基調には一服感がみられる。個
人消費、総固定資本形成の内需と底堅い輸出
を主因とする外需の双方が景気を下支えして
いる。製造業のGDPシェアも拡大傾向にあ
る。輸出の増加は外資企業が主導しており、
輸出依存度は極めて高い。インフレ率も上昇
しており、中東情勢の悪化を背景とするイン
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フレ圧力の高まりが懸念される。
　インドネシアは、 5％程度の経済成長を続
けており、個人消費と総固定資本形成の内需
が経済成長をけん引している。産業別ではサ
ービス業の付加価値シェアが高く、伸びてい
る一方で、製造業の育成は進んでいない。外
需依存度は低く、輸出は鉱物資源などの一次
産品に依存している。貿易収支は黒字傾向だ
が、経常収支は小幅だが赤字が続く。
　フィリピンは、 6％超の経済成長と、ベト
ナムと並ぶ高成長を見せている。個人消費と
総固定資本形成の内需が経済の主軸となって
いる。工業化は進展せず、経済成長における
サービス業のシェアが増加傾向にある。サー
ビス輸出は堅調だが、財輸出が伸びずに輸出
依存度は低迷したままである。貿易赤字は恒
常的で、出稼ぎ労働者からの送金に依存する
状態で小幅だが経常赤字が続いている。汚職
問題が足かせで民間部門投資は伸び悩んでい
る。

■ 2．中東情勢緊迫化による経
済への影響

　2026年 2 月の米国・イスラエルとイランの
紛争勃発で始まった中東危機は、化石燃料の
価格上昇や供給不足を通じてアジア経済を短
期的に下押しするのみならず、長期的な成長
の足かせとなるおそれがある。中東危機の影
響は今後、顕現化してくるだろうが、注目す
べきポイントをまとめておきたい。

　実質封鎖されたホルムズ海峡は、世界の石
油・LNGの供給量の 2割が通行する要衝で
あり、速やかに代替することは不可能であ
る。供給制約と価格上昇、それが生産や消費
に与える影響は大きなもので、経済成長やイ
ンフレ動向、金融政策、財政状況、為替相場
など多方面に広がっていく。しかも中東危機
の終息は見通せず、不透明な状況は長期化す
る懸念も高まっており、長引けば余計に影響
は大きくなる。以下では、ASEAN5の状況
を整理しておく。ASEAN5各国のエネルギ
ーを巡る現況と中東情勢緊迫化への対応策、
これまでの経済への影響の概要は表の通りで
ある。
　まずエネルギー供給において原油・石油や
ガスへの依存度が高いのは、タイとフィリピ
ンであり、約50％に上っている。タイはその
半分程度を中東湾岸諸国に依存しており、エ
ネルギー供給への影響は大きいが、石油の備
蓄も相対的に多い。なお、ASEAN5はいず
れも国家戦略備蓄は有していない。
　マレーシアは原油・石油の純輸入国であ
り、原油輸入の湾岸諸国への依存度は高い。
一方、ガスは純輸出国である。タイは原油と
ガスの純輸入国だが、石油は純輸出国で
ASEAN諸国にも輸出している。また原油の
輸入は湾岸諸国への依存が高いが、ガスの輸
入先は分散している。ベトナムはいずれも純
輸入国で、湾岸諸国への依存も高いが、エネ
ルギー供給の原油・石油やガスに頼る割合は
比較的に低い。ベトナムはASEANの中で最
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大の原油埋蔵量を有するとされるが、開発が
進んでいない。インドネシアはガスの輸出国
だが、原油・石油は純輸入国である。フィリ
ピンは原油は大半を湾岸諸国からの輸入に依
存するが、石油、ガスの調達先は多く、湾岸

諸国への依存は高くはない。但し、いずれも
純輸入国である。
　ASEAN5のエネルギー供給源と輸入依存
度の点から脆弱性を評価すると、タイ、フィ
リピン、ベトナムが相対的に脆弱な構造にあ

（表）中東情勢緊迫化のASEAN5経済への影響

国　名 概　況 対応策 影　響

タイ

・原油、ガスの純輸入国で、原油の湾
岸諸国への依存度は高いが、ガスの
輸入先は分散、石油は純輸出国

・エネルギー供給源は原油（45%）、
天然ガス（35%）、石炭（10%）

・原油とガスの消費は輸送と工業が高
い

・観光業がGDPの 1割強を占める

・石油備蓄：約100日
・燃料基金
・需要抑制策（公務員のリモートワー
ク・移動制限、冷房温度設定等）
・燃料価格の上限設定、一時的な価格
凍結

・住宅用太陽光パネル導入の所得税控除
・EVへの低利融資

・エネルギー価格高騰は食料品価格に
も波及、インフレ率は 4月に急加速
・4,000億バーツの緊急借り入れを閣
議決定
・債務残高の対GDP比が法定上限に
接近（GDP比70％、26年 4 月で66％）

マレーシア

・原油・石油の純輸入国で、原油の湾
岸諸国への依存度は高く、ガスは純
輸出国

・エネルギー供給源は原油（35%）、
天然ガス（30%）、石炭（20%）

・原油とガスの消費は輸送と工業が高い
・観光業がGDPの15％程度を占める

・石油備蓄：約60日
・ガソリンの購入量制限
・燃料補助金
・需要抑制策（公務員のリモートワー
ク・移動制限、冷房温度設定等）

・インフレ率の上昇は限定的、金融政
策は現状維持
・財政圧迫に直面し、財政目標達成が
困難に

インドネシア

・原油、石油は純輸入国だが、ガスの
輸出国

・エネルギー供給源は、石炭（40%）、
原油（30%）、天然ガス（20%）

・原油とガスの消費は輸送が高い
・ニッケル精錬に必要な硫黄を湾岸諸
国に依存

・石油備蓄：約20日
・ガソリンの配給制
・エネルギー補助金
・需要抑制策（公務員の在宅勤務・移
動制限等）
・燃料補助金関連予算拡充
・バイオ燃料活用支援

・インフレ率は中銀目標内に収まる
・格付け見通し下げでルピアは最安値圏
・ルピア安抑制のため外貨購入の上限
額を引き下げ（ 4月）

・国債買い支えの安定化基金稼働を表明
・財政赤字が法定上限に迫る（26年 1
〜 4 月の財政収支は赤字転落）

フィリピン

・原油、石油、ガスの純輸入国。原油
は湾岸諸国に依存するが、石油、ガ
スの調達先は分散

・エネルギー供給源は、石炭（40%）、
原油（40%）、天然ガス（ 5 %）

・原油とガスの消費は輸送が高く、商
業が続く

・肥料の輸入依存度が高く（85%）、
中東依存は 3割強

・GDP比 1割弱を湾岸諸国の海外労
働者の国内送金が占める

・観光業はGDPの20％を占める

・2026年 3 月24日に国家エネルギー非
常事態宣言。
・石油備蓄：約50日
・需要抑制策（公務員の週 4日勤務・
出張制限、冷房温度設定等）
・燃料の物品税引下げ
・燃料、肥料補助

・インフレ率は中銀目標を大幅に上回
り、中銀は利上げ
・格付け見通し下げでペソは最安値圏
・財政余地は限定的

ベトナム

・原油、石油、ガスの純輸入国、湾岸
諸国への依存度も高い。

・エネルギー供給源は、石炭（50%）、
原油（25%）、天然ガス（ 5 %）

・原油とガスの消費は輸送が高く、商
業が続く

・石油備蓄：約30日
・石油価格安定化基金
・需要抑制策（公務員のリモートワー
ク・移動制限等）
・バイオ燃料導入

・インフレ率は 3月に中銀目標を上回
る
・財政余地を維持

（出所）各種資料をもとに筆者作成
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ると言える。
　ASEAN5はいずれも輸入先の多角化を模
索しているが、中東危機が長期に及んだ場
合、多角化も難しくなり、供給減少の懸念は
消えない。さらに海上運送や保険料などの上
昇、リードタイムの長期化など影響は、供給
と価格の両者において多方面に及んでくる。
またASEAN5の電源を見ると、インドネシ
ア、フィリピン、ベトナム、マレーシアは石
炭火力への依存も高く、石炭火力への回帰も
見られる。但し、石炭価格も高止まりしてお
り、エネルギー価格の上昇は避けられない。
　エネルギーのみではなく、湾岸諸国に依存
する石油・ガス関連製品も多い。タイ、ベト
ナムは主要なコメの輸出国だが、窒素系肥料
の尿素の 3割程度を湾岸諸国に依存する。肥
料の価格も高騰しており、コメの供給にも影
響してくる。フィリピンやインドネシアはコ
メを輸入している。またインドネシアの主要
輸出品のニッケルでは、精錬に不可欠な硫黄
も湾岸諸国からの輸入に依存している。
　総じて見ると、ASEAN5は原油等の中東
依存度が高く、備蓄が相対的に低水準のた
め、調達の不安定化が懸念される。短期的に
は対応が可能としても、中東緊迫化やホルム
ズ海峡封鎖が長期に及ぶ場合には懸念は顕現
化することになろう。
　グローバルな視点から見ると、ASEAN5
は原材料や中間材を輸入し、完成品を輸出す
る製造業のサプライチェーンの中核を担って
いる。ASEAN5における石油製品等の供給

の不安定化や不確実性は、日本等の川下への
供給量の減少や価格上昇の影響を及ぼすこと
に繋がっていこう。
　このほかフィリピンなど海外労働者の母国
送金やタイなど観光業が大きな経済では、送
金やインバウンド観光客の減少といった影響
も出てくる。
　次に、インフレ動向については、今後、影
響が大きく出てくると思われるが、これまで
のところタイ、フィリピン、ベトナムでエネ
ルギーや食料品価格の上昇を受けて、インフ
レ率の上昇や上昇ペースの加速化といった影
響が既に出てきている。特にフィリピンはエ
ネルギー価格、食料品価格の上昇にペソ安も
加わり、インフレは加速化している。マレー
シアは補助金でガソリンや軽油の価格を抑え
ているため、まだ目立ったインフレ率の上昇
は見られない。インドネシアでも補助金を通
じたガソリンなどの価格抑制策が取られてお
り、インフレ率は比較的落ち着いている。
　エネルギー危機への対応として各国ともに
需要抑制策や補助金政策が取られている。フ
ィリピンを除く各国では、中東危機以前から
エネルギー価格に対する補助金や基金が設け
られている。前述の通り、インドネシアやマ
レーシアでも補助金によりインフレ上昇は抑
えられているが、これは財政状況を悪化させ
ることに繋がる。
　ASEAN5として財政状況は現時点では深
刻化はしていないが、厳しくなりつつある。
財政状況の悪化は通貨の信認にも関わり通貨
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安に繋がる。ASEAN5全てで通貨安が進行
しており、なかでもフィリピンやタイで通貨
安が目立っている。またインドネシアやベト
ナムは市場介入により通貨安の進行を抑えて
いる。
　インドネシアでは、プラボウォ政権がポピ
ュリスト的政策を取っており、歳出を賄うほ
ど歳入は増加せず財政状況は徐々に悪化して
いる。財政赤字は2025年で対GDP比2.9％と
法定上限の 3％に迫っている。エネルギー危
機に関しては、給油制限、在宅勤務、出張制
限等の需要抑制策を進めているが、補助金を
通じたガソリンなどの価格抑制策が負担にな
っており、歳出の増大が財政を圧迫する懸念
が高まっている。
　マレーシアは、福祉支出により財政圧迫に
直面している。加えて補助金歳出の膨張によ
り財政目標（財政赤字：GDP比▲3.5％）の
達成が難しくなっており、補助金削減や需要
抑制策などの対応策を講じている。
　タイは、債務水準が高く財政的余力は限ら
れる。2026年 4 月の債務残高の対GDP比率
は66％で法定上限の70％に近付いている。タ
イ政府は2026年 5 月 5 日、4000億バーツを上
限とした緊急借入枠を設ける案を承認した。
中東情勢の悪化を受けた措置である。中低所
得者向けの負担軽減策などを通じて経済の下
支えを図るが、公的債務拡大の懸念がくすぶ
る。
　またベトナムは歳入強化で財政余地を維持
しており、フィリピンは財政余地が限られ

る。
　中東情勢の影響を受けやすいASEANで
は、ASEAN域内での対応も検討されている
が、限定的なものに留まっている。危機時に
燃料を融通する「APSA（ASEAN石油安全
保障協定）」も十分に機能していない。2026
年 4 月30日に開催されたASEAN経済共同体
（AEC）理事会の共同声明では、主に経済安
全保障面での対応が決定された。APSAの本
格運用、「地域共同石油備蓄」に関する調査
の検討、危機時における「ASEANプラス 3
緊急米備蓄（APTERR）」の活用などである。

■ 3．米中緊張を受けたサプラ
イチェーンの評価～
ACFTA3.0

　米中緊張を受けたトランプ関税は取り敢え
ず落ち着いてきたこともあり、これによるサ
プライチェーンへの影響と評価を確認できる
ようになってきた。またこれは今後も中長期
的に意識され続ける可能性が高く、さらに
ASEANが今後の課題とすべきものでもあ
る。
　米中緊張化とトランプ関税を受けて、アジ
アにおけるサプライチェーンも変わってきつ
つある。ASEANは製造業の生産・流通ネッ
トワークの基盤になっており、サプライチェ
ーン再構築に当たっては移管先の候補地とさ
れる。コロナ禍以降、ASEANはサプライチ
ェーンの強靭化、経済安全保障上の重要物資
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（半導体、脱炭素を目指したEV、重要鉱物、
AI等）における特定国への依存の回避、対
中国依存の低減などを念頭に産業政策を強化
する動きを強めている。中東危機を受けて、
この動きはより強まっていこう。ASEANは
これまで米国、中国の一方に偏ることなく、
中立を維持しながら外資誘致を行っている。
またASEANは多くの貿易協定の結節点とも
なっており、貿易協定はサプライチェーン再
編に当たっての重要なポイントともなる。そ
こでここでは各国の対内直接投資（FDI）の
動向を概観し、米中緊張化で大きく変わりか
ねないASEANと中国との貿易協定の改訂
（FTAアップグレード：ACFTA3.0）につい
て述べておきたい。
　それぞれの経済の発展段階や特徴が異なる
中で、各国は経済政策を策定してFDIの誘致
を進めている。
　マレーシアは半導体やデジタル分野で優位
性を持っており、国家半導体戦略などの施策
で高付加価値産業の成長を促進している。
FDIは大幅に増加している。
　タイは「タイランド4.0」の下、自動車や
航空宇宙、デジタル技術分野への投資を誘致
している。FDIは製造業からサービス部門
（金融・不動産）へのシフトが進んでいる。
総花的な印象もあるが、既存の産業集積を活
かした展開を目標にしている。
　べトナムはグローバルサプライチェーン再
編の主要な受益国とされる。企業投資は製造
業を中心に増加し、FDIは安定して拡大して

いる。日系、韓国系をはじめとした外国企業
が製造拠点を形成する。外資主導で輸出産業
が発展し、財輸出の 7割超を外資が占める。
高付加価値品の輸出シェアも拡大しており、
米国や中国向けに輸出されている。
　インドネシアは鉱物資源の国内精錬を義務
付ける政策などで保護主義的な傾向も強い
が、鉱物関連産業の川下化政策を受けた金属
関連でFDIは増加基調である。但し、FDI関
連の規制は相対的に厳格である。
　フィリピンは、インフラ整備を進めるとと
もに法人税の引き下げなどで投資環境を強化
している。FDIは急増しているが、電力・ガ
スなどの大型投資が寄与している。
　各国は多角的な政策を展開しているが、各
国共通の課題として産業の高度化や人材育成
などが挙げられる。
　サプライチェーンの再編では米中緊張も影
を落とす。米国がトランプ政権で自国第一の
保護主義に傾くなか、中国は開放を進め、
ASEANの取り込みを図っている。中でも
ASEAN取り込みで大きな手段になりかねな
いのがACFTA3.0である。米国はASEANと
の間に貿易協定はなく、環太平洋パートナー
シップに関する包括的及び先進的な協定
（CPTPP）にも参加していない。一方、中国
は東アジア地域包括的経済連携（RCEP）に
参加し、CPTPPにも加盟申請をしている。
さらにACFTA3.0でさらに米国との格差が広
がりかねない。
　ACFTA3.0は、2022年11月に交渉が開始さ
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れ、2025年 5 月に完了し、同年10月に議定書
が署名された。今後、ASEANと中国の双方
で批准手続きが進められる。
　議定書はデジタル経済、グリーン経済、サ
プライチェーンの相互連結、標準・技術法規
および合格評定手続き、衛生・植物検疫措
置、税関手続き・貿易円滑化、競争・消費者
保護、中小企業、経済技術協力の 9分野で構
成している。このうちグリーン経済、デジタ
ル経済、サプライチェーンなどは新たに盛り
込まれた分野である。グリーン経済では、環
境基準を保護主義の手段にしないこと、環境
関連製品・サービスの貿易障壁を削減するこ
ととし、デジタル経済では、デジタル認証、
フィンテック、人工知能（AI）、デジタル貿
易などの新分野での協力も深化させるとして
いる。グリーン化とデジタル化に関しては、
研究開発、資金調達、生産、消費、回収の全
サイクルにわたる協力を先行して実施すると
している。いずれも中国が世界的に高い競争
力を有する分野であり、これら産業分野で中
国がASEANを支援し、中国企業や中国の規
制・制度などをASEANへ浸透させていくこ
とが目指されている。これまでにもEVや蓄
電池などで見られたことであり、EVや蓄電
池の中国からASEANへの輸出は数量ベース
で近年急増を見せている。一方で、ASEAN
への技術移転は進んでいない。
　米国トランプ政権の政策変更を受けて、停
滞感が強まった脱炭素化の動きは、中東危機
によって再び強まっていくものと予想され

る。そもそも脱炭素化は中東危機以前から
ASEANにとっては経済成長へ向けての課題
であり、中東危機を受けて優先順位がより高
まるとともに調整が必要になる課題に上った
と言えよう。EVへのシフトや電源構成の脱
炭素化も進展していこう。電源構成の脱炭素
化では水力や原子力も候補となるが、短期間
で拡大するのは難しい。このため太陽光や風
力などの再生可能エネルギーの導入を進める
こととなろう。EVや再生可能エネルギーで
は、中国が技術を蓄積し、品質や価格面を含
めて、川下から川上まで米国と比べても総合
的に高い競争力を有する。今後、拡大と成長
が目指されるデジタル化やグリーン化といっ
た優先分野で、ACFTA3.0がASEANの中国
依存をより高めるきっかけにもなりかねな
い。

■ 4．デジタル経済・半導体戦
略～ASEANデジタル経済
枠組み協定

　不透明な状況下においても、世界はもとよ
りASEANでもデジタル経済は急速に進化し
ている。先進国ではAIをはじめとしたデジ
タル投資は堅調な増加を見せている。中東情
勢が今後、どうなるかに関わらず、脱炭素化
に加えて、経済成長のカギを握ると思われる
デジタル経済・半導体戦略を取り上げておき
たい。
　中東危機以前からASEAN5もデジタル投
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資、経済のデジタル化に力を入れている。
ASEAN5では経済の高度化に向けた共通の
課題でもあり、この傾向は今後も続くばかり
か、これまで以上に傾注していく可能性も高
い。ASEAN5ではデジタル経済化の競争と
もなっているが、経済発展段階や特徴も異な
るため、それぞれ自国に合わせた戦略を取っ
ている。
　半導体産業に絞ってみると、半導体産業は
設計、前工程、後工程の 3つの生産工程に分
けられる。ASEAN5で先行するのはマレー
シアだが、マレーシアでも投資のほとんどは
外資主導の後工程である。一般的に前工程や
その上流である設計が高い技術を求められ
る。タイはこれまでの集積が進んだ自動車産
業などの優位性を持つ産業と関連する形での
半導体産業の育成に焦点を当てている。ベト
ナムは長期戦略で設計、前工程、後工程のそ
れぞれを総合的に拡大していく目標である
が、その基盤となる電力などのインフラ整備
が課題となっている。相対的に遅れているフ
ィリピンやインドネシアではフィリピンでは
サービス産業、インドネシアでは資源産業と
いう基盤を活かした原料や製造設備を含んで
広く半導体産業の育成を進めようとしてい
る。半導体産業は原材料や製造装置を含めて
裾野の広い産業であり、さらに旧世代のレガ
シー半導体を含めればさらに領域は広がる。
このため競合の結果、各国が優位性を持った
領域で産業育成を進めていき、補完関係を強
めていく可能性も高い。例えば前工程と後工

程での分業や原材料や製造装置の補完などが
指摘される。また競争はASEAN5内だけで
なく、同じく半導体産業の育成を進めるイン
ドも含めて広がっていこう。インドの状況は
今後のASEANを見ていく上で先行例として
も参考になる。インドでは人工知能（AI）
の急速な進化で、IT企業が大規模な雇用の
受け皿となりえないこと、中間層が減り、格
差が拡大していること、それが工学系の大学
にも影響し、雇用問題の悪化につながってき
ていることなどである。ASEANでも雇用問
題はこれまで続く大きな課題であり、インド
の状況も鑑みて、今後のIT産業の育成や経
済のデジタル化を進めていく必要があろう。
　ASEANでは、域内において連携に向けた
動きも出てきている。2025年 7 月には、
ASEAN半導体会議2025で、各国の半導体産
業の業界団体がエコシステムの構築に向けた
協力の覚書を締結した。
　またASEANデジタル経済枠組み協定（以
下、DEFA）の交渉も進んでいる。2025年10
月にはDEFAの交渉が合意に達し、2026年中
の署名が見込まれている。DEFAは経済のデ
ジタル化が急速に進む中でのASEANの戦略
的対応となる。これまでASEANでは、デジ
タル決済や税関手続きなど分野別の取り組み
を行ってきた。それらを統合し、総合的な取
り組みに昇華させるものである。人材の流動
化、AIなど新興分野での協力、競争政策、
セキュリティー、知的財産保護の 5つの分野
が該当する。背景には、デジタル産業が急成
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長を見せる中、欧米などのグローバル企業の
ASEAN進出への依存が高まる一方で、
ASEAN経済のデジタル化に合わせてスター
トアップの増加を含めて地場企業も成長して
きている。外資と地場企業の相互補完による
デジタル経済進展に向けた基盤を整備し、新
たな市場を作っていくことが目指されてい
る。

■ 5．今後の経済成長へ向けた
展開

　最後に今後の経済成長へ向けた展開を簡単
にまとめておきたい。
　不透明な要因が世界経済を揺さぶる中で
ASEAN経済は比較的安定した経済成長を続
けてきた。米中緊張下においても両者を繋ぐ
ような形で外資を引きつけ、ASEANの位置
づけを確かなものとしてきた。その背景に
は、ASEANの多様性があると言える。中国
や米国との距離感もASEAN各国で一様のも
のではない一方で、ASEANとしては中立的
立場にある。このため中国や米国もASEAN
との関係を深めやすい。今後の大きな課題で
ある脱炭素化とデジタル化を巡っても、この
位置付けは確保していくことが必要であろ
う。
　前述した通り、脱炭素化を巡っては中国寄
りにならざるを得ない面が大きい。しかしデ
ジタル化に関しては中国に依存するのではな
く、米国依存を進めることになろう。世界を

引っ張るグローバルなAI企業等は米企業が
多く、米企業がアセアン投資を進めることが
カギになる。
　一方で、外資に頼っていたのでは経済成長
も限られていくし、成長を取り込んでいくた
めには地場企業の育成が必要になる。そのた
めには人材と技術の高度化が求められる。地
場企業や人材の育成はこれまでもASEAN5
の課題とされ続けてきたことである。今回の
中東危機を受けて課題が増えたのではなく、
むしろこれまでの課題がより明確になってき
たと捉えるべきであろう。
　また課題に取り組んでいくのに当たって
は、各国の状況は異なるため、各国ごとの戦
略が必要であり、これまではそうした対応が
なされてきた。しかし脱炭素化にしてもデジ
タル化にしても、各国に加えてASEANとし
ての方向性を定め、共同体としての取り組み
も合わせて進めていくことが必要となろう。
�


